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１．イントロダクション 

（１）はじめに 

東日本大震災から６年。被災した地域コミュニティ

（以下、「被災コミュニティ」と表記）のなかでも、

極めて迅速に住民合意形成を行い、国の移転支援制度

である防災集団移転促進事業の大臣同意をいち早く

取り付けた地域がある。当時、“復興のトップランナ

ー”とも称された各地では、概ね３～６年もの時を経

て、新たなまち、新たなコミュニティの基礎が築かれ、

生活のスタートが切られている。 

本稿では、各地で行われたまち・コミュニティのあ

り方に関する合意形成、特に防災集団移転に係る住民

合意形成について、具体の実施方法・実施内容、合意

形成を下支えする環境（行政との関係のあり方やコミ

ュニケーション頻度等）について、コミュニティ（住

民）と行政、双方のやや広角的な観点から分析・解説

し、被災コミュニティがたどった道程を俯瞰するとと

もに、しなやかな地域づくりの「これから」と被災コ

ミュニティの「これから」についての試論を展開して

みたい。 

（２）防災集団移転促進事業の概要 

 防災集団移転促進事業（以下、「防集事業」と表記）

は、災害が発生した地域や、災害危険区域として指定

を受けた地域のうち、住民の居住に適さないとされる

区域内の住民が集団で移転することを支援すること

を目的として定められたもので、昭和 47 年（1972

年）7 月豪雨災害の被害を契機として議員立法により

急ごしらえで制度がかたちづくられた。 

防集事業は、その適用要件として、対象となる移転

戸数が 10 戸以上1であることとされ、建築基準法第

39 条に基づく災害危険区域のうち、「移転促進区域

（住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため

住居の集団的移転を促進することが適当であると認

められる区域）」等について定めた事業計画を策定し、

国土交通大臣の同意を得ることで、住宅団地の用地取

得・造成等に対し、事業費等の補助2が得られるもの

である（図 1、表 1 参照）。 

 

図 1 防災集団移転促進事業のスキーム 

資料）国土交通省「防災のための集団移転促進事業に係る国の財政

上の特別措置等に関する法律スキーム図」をもとに筆者作成 

                                                  
1 ただし、東日本大震災及び平成 16 年（2004 年）新潟県中

越地震では、特例として要件が「５戸以上」に緩和された。 
2 本来の制度では、事業主体に対する国の補助率は「４分の３」
であるが、東日本大震災には特例が適用され、地方負担分に
ついて東日本大震災復興交付金（1/2）及び震災復興特別交付
税（1/2）が交付され、事業主体負担は発生しないこととなっ
た。 
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表 1 防災集団移転促進事業の概要 

事業主体 ・市町村 

事業概要 

・市町村は、移転促進区域の設定、住宅団地の整

備、移転者に対する助成等について、国土交通大臣

に協議し同意を得た上で、集団移転促進事業計画

を策定 

・移転促進区域については、建築制限を行う 

補助対象 

①住宅団地の用地取得・造成等 

②移転者の住宅建設・土地購入に対する補助（借入 

金の利子相当額） 

③住宅団地の公共施設の整備 

④移転促進区域内の農地等の買取 

⑤住宅団地内の共同作業所等 

⑥移転者の転居（引越）に対する補助 

資料）国土交通省「防災集団移転促進事業の概要」をもとに作成 
 
 過去の事例では、制度成立の契機となった昭和 47

年（1972 年）秋田県豪雨災害（河辺町）において適

用されて以降、豪雨・土砂災害、地震・噴火災害等発

生時にはほぼ各年で活用されている。直近では、1993

～1995 年及び 1996～1998 年に雲仙・普賢岳噴火災

害（島原市）、1994 年に鹿児島県豪雨災害（溝辺町）、

1994～1995 年に北海道南西沖地震災害（奥尻町）、

2001 年に有珠山噴火災害（虻田町）、2005～2006 年

に新潟県中越地震（小千谷市）でそれぞれ本事業が実

施されているほか、近年では事前復興の取組の一環と

しての活用も検討され始めている。 

翻って東日本大震災の被災自治体では、岩手県、宮

城県、福島県、茨城県の４県 16 市 11 町 1 村、計 135

地区3で事業計画が策定されているが、各事業におい

て住宅供給予定の時期別にみると、特に被災規模が甚

大であった大槌町、大船渡市、陸前高田市（以上岩手

県）、石巻市、名取市（以上宮城県）等では、震災か

ら実に７年後となる 2018年度以降に完了が予定され

る等、地区によっては事業の進捗状況に大幅な遅延が

みられ、被災コミュニティの復興を妨げる結果となっ

ている。 

（３）防集事業の特徴と住民合意形成の位置づけ 

                                                  
3 2015 年３月現在。以降の時点更新は公表されていない。 

東日本大震災における防集事業の特徴としては、大

きく以下３点が挙げられる。第一に住宅再建方法につ

いて、本事業では行政が移転場所を取得・造成・整備

する住宅団地（個別建設）に移転することが前提とな

るが、住宅再建の選択肢は、災害公営住宅（災害公営

住宅整備事業）や住民自ら移転先を決定する個別移転

等、多様であり、複数の選択肢の中から選択する必要

がある。第二に「移転促進区域」として指定した土地

は、市町村が買取を行うとともに、「災害危険区域」

の一部として住宅の建築が禁止もしくは制限される

とともに、従前の土地の買取価格が他の土地区画整理

事業等と比較して低くなる傾向がある。第三には、住

宅団地造成にあたっては、団地造成のみ（周辺道路、

排水路等整備を含む）が対象となり、住宅建築そのも

のは住民が実施することとなることである。 

先に述べた東日本大震災の防集事業遅延の要因は、

大規模な高台造成工事や嵩上げ工事による影響も大

きいと考えられる。しかし、上述の事業の特徴に照ら

せば、多くの選択肢が被災住民個々人の判断に委ねら

れた状況下で行われる合意形成の難しさとも無縁で

はないだろう。 

すなわち、被災コミュニティが一体となって「移転」

を選択するためには、住民側には自治組織のような住

民意向の調整・取りまとめ機能と、行政との交渉機能

が求められるとともに、行政側には、法律に規定のあ

るとおり「地域住民の意向を尊重し」「区域内すべて

の住居が移転されるよう配慮」することに加え、地域

の状況に応じて、単純な支援に留まらない一歩踏み込

んだ「先導」「伴走」型のきめ細やかなフォロー、さ

らには住民との効果的で質の高いコミュニケーショ

ンを行うことが求められる構造となっているのであ

る。 
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資料）筆者作成 

 

２．「移転」を選択した被災コミュニティのあ

ゆみ：防災集団移転促進事業における住民合

意形成のケーススタディ 

では、“復興のトップランナー”と称された、移転

を選択した被災コミュニティにおける住民合意形成

はどのように進められたのか。被災コミュニティの辿

った道程はどのようなものか。そのプロセスから私た

ちが学び取るべきものは何なのか。これらの問いにつ

いて、３つの事例をもとに紐解いてみたい（図 2 参

照）。 

 

（１）岩手県宮古市（田老地区） 

■住民意向に寄り添った復興まちづくり 

田老地区（旧田老町）は明治三陸津波の被害を契機

として高さ 10 メートル、総延長約 2.5 キロメートル

に及ぶ巨大な「X 字型」の防潮堤を築いたが、東日本

大震災の津波被害により防潮堤の一部が破壊され、中

心市街地が甚大な被害を受けた。 

震災後、市は県の防潮堤整備を前提とした津波被災

シミュレーションを行い、復興のパターン４案を提示

した（図 3 参照）。被災住民の反応をみると、パター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ン案に集約できない多様な意向があったことから、安

全・安心なまちづくりを遵守しつつ、被災住民の希望

に寄り添い、可能な限り個別の再建意向に沿うことを

まちづくり方針として制度設計を行うこととなった。 

県の防潮堤高さが想定より上がったことから、市で

は、災害危険区域を予想浸水深別に３種類に区分し、

予想浸水深が２メートル未満の区域は、住宅の構造的

工夫や嵩上げを行うことで、現地再建も可能とし、再

建方法の選択の幅を広げた（図 4 参照）。 

 

■被災規模別２種類の住民合意形成手法の使い分け 

市は、住民意向を把握しまちづくり計画に反映する

ための方法として、震災から約半年後の平成 23 年９

月には、コミュニティ毎の被災規模に応じて２種類の

手法を使い分け、住民合意形成を開始した。 

具体的には、被災戸数が 100 戸以上の地区では、

住民ワークショップ形式での検討を中心とする「復興

まちづくり検討会」を設置・開催し、住民主体で復興

まちづくり計画の検討を行い、市長に提言する形で合

意形成がなされた（検討会立ち上げ型（10 地区））。 

図 2 防集事業の合意形成がスピーディに進んだ事例の概略 
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資料）宮古市「第 1 回田老地区復興まちづくりの会資料」を改変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 3 田老地区 復興パターン案
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図 4 宮古市災害危険区域において建築可能な住宅等の構造 

資料）宮古市（2016）「災害危険区域の区域種別と建築制限」

http://www.city.miyako.iwate.jp/toshi/saigai_kuikisite.html
（2017-04-20） 

 

一方、被災戸数が 40 戸未満の地区については、全

住民を対象として、会議形式の「意見交換会」を開催

するとともに、被災住民に対しては個別に意向確認を

行い、適宜計画に反映させた（全体協議型（23 地区））。 

田老地区では、被災戸数が 100 戸を超え、検討会

立ち上げ型による合意形成手法が採用された。 

 

■「復興まちづくり検討会」の設置による地区まちづ

くり計画案の作成とより多層的な合意形成の工夫 

田老地区では、先に述べた枠組みに先んじて、自治

会を中心として住民主体のまちづくりのための協議

会が立ち上がり、既に検討が進められていたため、こ

の協議会を検討会組織と位置づけ、まちづくり計画案

に関する検討を行うこととなった4。 

「復興まちづくり検討会」では、主にワークショッ

プ形式で再建方法やゾーニング、まちの将来像につい

て協議された。具体的には、第１回で復興まちづくり

方針、主な土地利用の検討を行い、第２回で市から具

体的な手段・方法を提示・検討、第３～４回でさらに

具体の事業手法・計画を提示・検討し、「地区復興ま

ちづくり計画（案）」として市長に提言を行った5（図

5 参照）。 

その際、検討会に参加していない多くの住民の声を

拾い、より幅広い合意形成を行う観点から、「内覧会」

                                                  
4 その他の地区においては、被災 33 地区全地区を対象として

個別事前説明の上、別途会議で検討会参加者案を提示・調整

した。 
5 田老地区では、計７回の検討会が開催され協議がなされた。 

を開催し、復興まちづくり計画の素案について意見募

集を行ったほか、検討会参加者が市民に向けてプレゼ

ンテーションを行う工夫もなされている。また、検討

会の検討プロセスや出された意見等を広く知っても

らうため、「復興まちづくり便り」を地区別に作成し、

市内に全戸配布している。 
 

■コンパクトかつ持続可能なまちづくりの早期実現

のための住民案の調整と柔軟な計画変更 

住民によるまちづくり計画案では、高台移転先とし

て３箇所が選定され、各々移転する方針となっていた

が、市は市街地分散を危惧し、コンパクト性とまちの

持続可能性に鑑み、提示のあった３箇所のうち１箇所

に集約することについて住民に説明を行い、理解を得

て調整した。これにあわせて、主要国道についても高

台移転先へのアクセス性を高める観点で整備するよ

う調整している。あわせて、市では取得困難な土地を

事業対象地域から除外し、柔軟に計画変更を行うこと

で、事業のスピードアップを図る工夫も行っている

（表 2 参照） 

住民の意向に沿いつつも、集約・効率化可能な場合

は主導する行政のスタンスと「基本は高台移転」とい

う住民の総意によって田老地区の復興まちづくりが

実現したと言えるだろう（図 6 参照）。 

表 2 田老地区の事業計画と方針 

【１．防災集団移転促進事業】 

最大クラスの津波が発生した場合に浸水が予想される区域は、乙部高

台に移転を進め、災害危険区域を設定し、住宅建築を制限します。 

【２．都市再生区画整理事業】 

国道 45 号より山側の一部においては、既存住宅等に配慮し、従前地

での再建希望者に対応する嵩上げ住宅地を整備します。 

【３．災害公営住宅整備事業】 

被災者の住宅を確保するため、災害公営住宅を整備します。建設場

所については、田老地区内で調整を図り決定します。 

資料）宮古市「宮古市東日本大震災地区復興まちづくり計画」をも

とに作成 
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  図 5 田老地区復興まちづくり検討会各回の検討の流れ
資料）宮古市「第 3 回田老地区復興まちづくり検討会資料」 

図 6 田老地区復興まちづくり計画図
資料）宮古市「田老地区復興まちづくり計画」
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（２）岩手県釜石市（花露辺（けろべ）地区） 

■地域の強力なリーダーシップによる円滑な合意形

成と行政への移転先の提案 

花露辺地区は、約 70 世帯のほとんどが漁業を生業

とする漁業集落で、震災により約 15 メートルの津波

に襲われ、25 世帯が流失したほか、港や船、漁業施

設・漁業用具が深刻な被害を受けた。 

強力なリーダーシップを有する町内会長、町内会役

員らのもと、震災から 1 ヶ月後には避難所を解消、

その間の地区を挙げての被災者支援の中で交わされ

た今後のまちの復興についての話し合いや、地区で独

自に実施した意向調査を踏まえ、３ヶ月後には流失世

帯の地区内移転場所の提案を軸とした地区の復興方

針を市への要望書として取りまとめた。 
 

■住民意向を重視した集落の集約・再編を伴わない現

地再建方針の明示 

一方、釜石市では震災後、復興計画の策定過程の中

で、地区ごとに意向把握を行った。その結果、現地再

建意向が非常に強かったこと、また、市として一定程

度のまとまりを持った移転用地の確保が困難であっ

たこと等から、集落の集約・再編を伴わない「現地再

建」が復興まちづくりの基本方針となった。このこと

が各地区の再建方針の後押しにつながったことは言

うまでも無い。 
 

■地権者も含めた関係者全員による２段階での合意

形成の工夫 

また、市では、被災地区の復興まちづくりを進める

ため、被災 21 地区ごとに復興計画策定時の合意形成

組織を母体として、「復興まちづくり協議会」を設置・

開催した。その際、協議会の参加者募集にあたっては、

被災住民だけでなく、地権者・借地権者等、事業に関

わる全員を対象とした。 

また、釜石市の特徴は、住民の合意形成の前に必ず

必要となる地権者との合意形成をスムーズに行うた

め、「地権者連絡会」を設置したところにある（図表

7）。地権者連絡会での協議後に協議会を開催するこ

とで、地権者調整を踏まえた現実に近い条件のもとで

住民合意形成を行うことが可能となった。 

花露辺地区の協議会では、住民の意見書をもとに行

政が作成した土地利用計画についての調整・承認の他、

津波避難場所の設置に関する意見交換等が行われた。 

最終的に、集会所機能を備えた災害公営住宅と、自

力再建者のための宅地を、住民から提案のあった漁村

センターが立地する場所に整備すること、従前から全

住民参加型で行われてきた避難訓練の経験から、「海

が見えること」を重視し防潮堤は整備しないこと、津

波の浸水区域は災害危険区域として指定し、住宅は高

台に移転し、漁業者の作業場として活用すること等の

内容が計画に盛り込まれた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7 釜石市における復興まちづくりの検討組織 

資料）釜石市「花露辺地区まちづくり協議会・地権者連絡会」資料 

 

図 8 釜石市花露辺地区復興土地利用計画図 

資料）釜石市「花露辺地区まちづくり協議会・地権者連絡会」資料 

背地に山が迫る地形上、行政も移転先用地の確保に苦
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慮していたところ、住民から移転案が出され、それを

元に計画を作成することで他に類を見ないスピード

で、2011 年 12 月に住民合意、２年２ヶ月後の 2014

年２月までに全ての事業が完了した（図 9 参照）。 
 

■生業をともにする共同体ならではの工夫 

花露辺地区で整備された災害公営住宅には、1 階エ

ントランス付近に車両や漁業用具等についた潮を流

すための洗い場が設置されたほか、各住戸の玄関脇に

は漁業用具を収納できる収納スペースが設置される

など、花露辺の暮らしに合うよう漁業集落ならではの

工夫が取り入れられている。コミュニティの暮らしに

合うかたちでハードをカスタマイズする例は他地域

でもみられるが、このスピード感でここまできめ細や

かな対応をしている例は他に類を見ない。その絆の強

さの証拠に、震災後、避難生活を余儀なくされた人び

とが地区外での避難生活を送る等で世帯数が一時的

に減少したものの、2016 年時点で震災前とほぼ同水

準まで回復していると言う。 

「生業」をともにする共同体ならではの取組を他地

域がそのまま取り入れることは難しい面も多いもの

の、自治意識の高い住民がまちづくりを主導した好事

例といえ、なによりその自治意識の高さは、私たちに

コミュニティのあり方を一から考える重要な示唆を

与えてくれる。 

 
図 9 釜石市花露辺地区の復興状況 

資料）2017年4月21日筆者撮影 

 

 

（３）宮城県岩沼市（玉浦西地区） 

■震災後１ヶ月で構築した合意形成の枠組み「６地区

代表者会議」による検討と６地区集約型移転の承認  

岩沼市は震災により市域全体の 50％が浸水被害を

受けるとともに、沿岸部に位置する玉浦地区内の６地

区（相野釜、藤曽根、二野倉、長谷釜、蒲崎、新浜）

が壊滅的被害を受けた。 

市は震災後すぐに、６地区の町内会長、区長、町内

会役員等を構成員とした「６地区代表者会議」を立ち

上げ、震災から約１ヶ月後の 2011 年４月 18 日に初

回の会議を開催した（表 3 参照）。 

この会議の中で出された移転先に関する住民要望

をベースに、市が移転先候補地を複数提示したところ、

いずれの地区からも賛成意見が多かった玉浦西地区

を選定するとともに、隣接地で震災前から土地区画整

理事業で整備が予定されていた三軒茶屋西地区の２

地区を移転先として決定した（2011 年 11 月）（図 10

参照）。 

表 3 ６地区代表者会議の検討経緯  

年⽉⽇ 検討事項 
2011 年 

４月 18 日 被害状況について、今後の対応について 

５月２日 地盤沈下について、支援制度について、復旧・復興に
ついて 

６月 21 日 集団移転に関することについて、復興グランドデザイン
（案）について 

10 月４日 これまでの懇談経過について、集団移転先候補地につ
いて 

11 月２日 集団移転先候補地について、第 1 回個別面談調査に
ついて 

12 月 22 日 第 1 回個別面談調査結果について 

2012 年 

２月 16 日 集団移転に係る各種金額・移転促進区域等の考え
方について 

４月９日 集団移転に関するスケジュールについて、まちづくり検討
委員会について 

５月 18 日 第 2 回個別面談調査について 

６月 25 日 第 2 回個別面談調査結果について 

８月 24 日 移転先の地区配置等について 

10 月１日 まちづくり検討委員会報告書について、市独自支援策
について 

11 月１日 かさ上げ道路法線について、災害危険区域について、
移転促進区域について 

2013 年 

１月８日 集団移転の進捗状況（支援制度、元地買収、災害
危険区域等）について 

２月 25 日 独自支援策、工事進捗状況、地区計画、千年希望
の丘、展示場等について 

資料）岩沼市「岩沼市の防災集団移転の事業概要等」 
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図 10 ６地区集約型移転の概要 

資料）岩沼市「玉浦西地区防災集団移転促進事業概要」 

 

 
図 11  まちづくりアンケートの実施概要 

資料）岩沼市「岩沼市防災集団移転促進事業「玉浦西地区」のまち

づくり」 

 

■「地区懇談会」による被災住民への丁寧な説明 

市では、６地区代表者会議と平行して、代表者会議

からの要請や地域住民からの要請に応じて、事業内容

等について地域住民に直接説明するため、地区別に

「地区懇談会」を開催し、住民に理解を求める工夫を

している。開催回数は地区によって異なるが、多い場

合は８回、平均すると各地区５～６回開催されている。 
 

■個別面談とアンケート調査による多層的な住民へ

のアプローチ 

加えて、市は 2011 年 12 月１日～22 日に地権者交

渉と並行して６地区住民を対象として、個別面談調査

（第 1 回）を実施し、詳細な移転希望やニーズの把

握を徹底して行った。面談時には国・県からの情報を

かき集め、必要な情報を可能な限り提供するよう努め

た。その後、2012 年５月～６月にかけて、最終的な

意向調査として再度個別面談調査（第２回）を実施し

ている。 

これに加え、玉浦西地区へ移転を希望する住民、玉

浦西地区以外へ移転を希望する住民、さらに移転先で

ある玉浦西地区周辺に住む住民の３層を対象とした

アンケート調査を実施し、将来のまちづくり、コミュ

ニティのあり方や、地域に必要な施設についての幅広

い意向把握を行い、計画に反映した（図 11 参照）。 
 

■「未来に続く持続可能なまちづくり」のための組

織：「玉浦西地区まちづくり検討委員会」の設置 

さらに、移転先決定後、具体的なまちづくりを検討

するにあたり、被災６地区のうち移転を希望する住民、

移転先近隣地区の住民、学識経験者等からなる「玉浦

西地区まちづくり検討委員会」を 2012 年６月に設置

し、住民主体での検討体制を構築した。 

これは市が、防災集団移転を単なる宅地造成として

ではなく、将来にわたって世代交代をしながら引き継

がれていく持続可能なまちをつくるためのものとし

て位置づけ、住民に主体的に携わってもらうことを企

図したものである。特徴は、委員となる市民の選定基

準で、６地区から各３名を選出するにあたり、選定の

目安を「区長」「女性」「40 歳代までの若者」とし、

より幅広い市民の声を反映する工夫がなされている。 

委員会は主にワークショップ形式で進められ、

2012 年６月から 2013 年 11 月までの約１年半で 28

回もの会議を開催し、まちづくり方針、土地利用計画
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の検討、画地配置、公共施設整備方針、まちづくりの

ルール（地区計画）の検討等を行い、最終報告書とし

て取りまとめ、市長への報告がなされた。 

ワークショップによる検討では、主に事務局で示し

た叩き台に対して意見を得る形式で進められ、３チー

ム毎の住民案の共通項を抽出した基本パターンを作

成し、それについての意見を再度得る形で合意形成が

進められた（図 12 参照）。また、委員会で検討され

た内容のうち、まちづくりのルール（地区計画）等主

要なものについては、移転住民全員を対象に説明会を

開催し、別途合意形成が図られている。 

こうした検討を経て、2013 年 12 月に宅地引き渡

しが完了、住宅建築が始まるとともに、2014 年４月

には災害公営住宅が完成し、2016 年８月にまち開き

式が執り行われた。 

 

 

 

  

図 12 まちづくり検討委員会における合意形成のプロセスの概略

資料）玉浦西地区まちづくり検討委員会（2015）,「玉浦西地区まちづくり検討報告書」をもとに作成 
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■行政による様々な側面支援：移転前コミュニティの

維持と移転先既存コミュニティとの調和の工夫、特

区制度活用による生活環境整備 

このほか岩沼市では、多様なコミュニティ支援策が

行われている。移転前コミュニティの維持に際しては、

阪神・淡路大震災等の経験を踏まえ、避難所の段階か

ら被災地区単位で避難所生活ができるよう配慮され、

その後の仮設住宅入居も地区毎に行い、移転前のコミ

ュニティの維持に特段の配慮がなされている。このこ

とが、避難所・仮設住宅時点での円滑な合意形成を後

押ししている。 

他方、移転先近隣地区の住民を委員会構成員として

いるように、移転地区と移転先近隣地区とのコミュニ

ティの調和への配慮もなされているほか、移転先の環

境整備として、復興特区制度を活用し、事業者誘致の

呼び水となるよう税制優遇を行い、生活利便施設の充

実を図っている。 

これまで見てきたように、玉浦西地区の復興まちづ

くりの成功は、行政による合意形成のための緻密な制

度設計と、集団移転を単純な宅地造成・開発で終わら

せず、より長期的な視野に立ち、「未来に引き継がれ

る持続可能なまちづくりを行うもの」として位置づけ、

行政が住民を巻き込みながら復興を進めてきたこと

によるものが大きい。しかしながら、行政の力量だけ

では復興まちづくりは実現しない。行政の支援を受け

ながらも住民自らが主体的に考え、自らのまちのあり

方と向き合う姿勢があったからこその成功と言える

だろう。 

 

３．考察と試論：被災コミュニティの「いま」 と

「これから」 

本稿では、特に住民合意形成が早期に進んだ３つの

ケーススタディを通じて、被災コミュニティが潜在的

に持っていた自治力・コミュニティ力の高さや、行政

と住民とのコミュニケーションのあり方、関係構築の

あり方を中心に整理・考察を加えてきた。 

３事例のうち、コミュニティの自治力の高さだけで

みると釜石市花露辺地区が群を抜いているが、スピー

ディな合意形成に求められるものがコミュニティの

自治力の高さだけではないことは、他の２事例をみて

も明らかだろう。防集事業の実施主体が市町村である

ということは、翻って自治体の力量も事業の進捗に直

結する。例えば、早期に合意形成が進んでも、避難所、

仮設住宅と生活環境やコミュニティがめまぐるしく

変わる中、少なくとも２～３年を要する「移転完了」

までの時間は、住民にとって非常に苦しいものである。

この間、移転先の現地見学会等を企画し、住民を支え

る工夫ができること等も行政の力量に大きく依存す

る。 

こうした点も鑑みながら、３事例の共通項としてみ

えてくるものは、①被災コミュニティと自治体との間

で、ある程度長期的な視野に立った復興まちづくりに

向けたビジョンが共有できていること、②（実態はと

もかく）自治体が被災コミュニティをまちづくりの主

体として認知できていること、③そのうえで、被災コ

ミュニティとのコミュニケーションの頻度と質を効

果的に担保できていること、一方、住民側には、④自

らのコミュニティの価値を尊重しながら主体的にま

ちづくりを行うという意識を共有できていること等

が挙げられるだろう。 

東日本大震災で被災した自治体のなかには、被災住

民の期待に寄り添うことを重視しすぎて、人口減少社

会を見据えた全体の最適解を持ちながらも、それをぶ

つけずにいる自治体が多い。実際、住民の意向に沿う

ことで他市町村への流出を食い止めたいと話す自治

体職員も多い。しかし、今回見てきた事例のうち、宮

古市田老地区では、“行政の本音”をぶつけ、住民案

の３地区への移転案を１つに集約する形で合意形成

している。 

潜在する社会問題をエスカレートさせ、噴出させる

「震災」によって、奇しくも人口減少社会の直中に置

かれることとなった被災コミュニティと自治体。しか

し、被災コミュニティが向き合ってきた現実、またこ

れからも向き合い続けなければならない現実は、今後
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間違いなく日本社会全体が直面する課題である。３つ

の事例は、立ちはだかる社会課題を前に地域コミュニ

ティと自治体が真摯に向き合い、対話を重ねることで、

社会課題の解決に向けて協働した先駆的事例と言え

るだろう。 

最後に、被災コミュニティの「これから」に目を向

けてみたい。新たに生まれるまちは、復興の象徴とし

て、震災の記憶を伝えつなぎ、地域を、人びとを守り

続ける存在として息吹き続ける。これはいわば「人が

忘れてもまちが忘れない」仕組みであり、今後 100

年、200 年を見据えた新たな試みとなる。同時に、コ

ミュニティに生きる人びとの取組も重要である。宮古

市田老地区の防集事業で生まれたまち、三王団地の一

角には「感謝」と刻まれたまちの完成を記念するモニ

ュメントが設置され、その成り立ちが記憶されている

（図 13 参照）。さらに、まちづくり協議会では、防

災を軸としたコミュニティビジネスを提案する声も

出ていると言う。 

東京都大島町では、昭和 30 年代の土砂災害被害を

伝え続けることができず、平成の時代に同様の被害が

起きてしまったように、どれほど甚大で衝撃的な災害

でも、長い時間を経て人が忘れてしまうことは避けら

れない。これに立ち向かうには、こうした被災コミュ

ニティの「これから」のあり方が、一つの希望になる

のではないだろうか。新たなまちは、未だほんのスタ

ート地点にたったばかり。都市部のコミュニティがそ

のコミュニティ性を失いつつある今、被災コミュニテ

ィの「これから」は、あらゆるコミュニティの希望に

なる。 
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図 13 宮古市田老地区の防災集団移転でできたまち「三王団地」
のモニュメント（上）とのまちの様子（下） 

資料）平成29年4月21日筆者撮影 
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